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平成２０年度「秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る第三者委員会」

開 催 要 領

１ 日 時 平成２１年 ３月１０日（火曜日） 午後１時３０分～３時３０分

２ 場 所 県庁舎議会棟 特別会議室 （秋田市山王４丁目１-１）

３ 委 員

氏 名 備 考

堀井 照重 公認会計士

佐藤 了 学識経験者 （県立大学生物資源科学部教授）

吉澤 結子 学識経験者 （県立大学生物資源科学部教授）

高橋 良治 経済団体等 （ 株）丸果秋田県青果 代表取締役社長）（

田口 成子 消費者団体等 （一般公募）

・委員の任期は２年（H19年4月1日～H21年3月31日まで）

４ 内 容

秋田県農林水産部関係補助事業（強い農業づくり交付金事業等）の実施手続き

及び実施状況（下記の事項）について意見を聴く

（１） 事業計画と執行状況について

（２） 事業地区別の各年度における成果についての評価

（３） その他、事業の効率的かつ適正な執行に必要な事項

※ 上記諮問事項の詳細は、別紙設置要領第４に記載のとおり。

※ 秋田県農政部農業関係補助事業に係る事業管理委員会は、持ち回り開催とす

る予定。

５ 事務局 農山村振興課

（関係課 農林政策課、農山村振興課、水田総合利用課、農畜産振興課）

６ 参考要領（別紙）

（１）秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る第三者委員会設置要領

（２）秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る事業管理委員会設置要領



秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る第三者委員会設置要領

第１ 趣旨

別紙に掲げる秋田県農林水産部農業関係補助事業（経営構造対策事業、強い農業づくり

交付金事業等〔以下「事業」という ）の効率的かつ適正な執行を確保するため、事業の。〕

実施手続き及び実施状況について第三者委員会の意見を聴くとともに、これを公開する等

所要の措置を講ずるものとする。

第２ 第三者委員会等の設置

１ 事業の効率的かつ適正な執行を確保するため、農林水産部内に関係課長をもって構成

する事業管理委員会を設置するものとする。

２ 事業管理委員会に、事業の実施手続き及び実施状況について意見を聴くため、第三者

委員会（専門的知見を有する者であって、県又は関係するその他の団体に属する者以外

から構成される委員会をいう ）を設置するものとする。。

第３ 第三者委員会等の開催及び公開

１ 事業管理委員会は、毎年度末に事業に係る第４に掲げる事項を取りまとめるものとす

る。

２ 事業管理委員会は、１のとりまとめの結果を第三者委員会に諮り、その意見を聴くも

のとする。

３ 事業管理委員会は、２により第三者委員会に諮って了承を得られた事項を第三者委員

会の意見を踏まえて、農林水産部長に報告するとともに、その内容を公表する。

第４ 第三者委員会に諮るべき事項

事業管理委員会が第三者委員会に諮るべき事項は、次のとおりとする。

１ 別紙の１及び２の（１）について

（１）事業計画と執行状況について

（２）事業地区別の各年度における成果についての評価

（３）別紙の２の（１）の事業において、整備事業のうち経営構造対策については、次

の各号に掲げる事項に関する評価

ア 成果目標に対する達成状況及びこれまでの取組状況(改善計画の策定等の改善措

置を含む)

イ 成果目標の未達成要因の把握・分析

ウ 成果目標の達成に向けた今後の対応方策

エ 事業実施主体 農業者等の組織する団体に限る の収支状況 事業実施主体 農（ 。） （ （

業者等の組織する団体）の収支率について、50％未満が３カ年継続した場合）

オ その他必要な事項

（４）その他、事業の効率的かつ適正な執行に必要な事項

２ 別紙の２の（２）及び（３）について

（１）目標及び指標の達成状況について（改善計画の策定等の改善措置を含む）



（２）目標及び指標の未達成要因の把握・分析

（３）目標及び指標の達成に向けた今後の対応方策

第５ 第三者委員会の組織

１ 第三者委員会は、委員５人の構成をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから

選任する。

（１）公認会計士 １人

（２）学識経験者 ２人

（３）経済団体等 １人

（４）消費者団体等 １人

２ 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。

３ 委員に事故ある時は、その委員を補欠することができる。ただし、その任期は前任者

の残任期間とする。

第６ 委員長及び副委員長

１ 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により決める。

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。

第７ 委員会の招集及び議長

１ 委員会は、秋田県農林水産部長が招集する。

２ 委員長は、会議の議長となる。

３ 委員長は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。

第８ 事務局

委員会の事務局は、農林水産部農山村振興課内に置く。

第９ 委任規定

この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。

附 則

この要領は、平成１３年１月１４日から施行する。

この要領は、平成１４年４月 １日から施行する。

この要領は、平成１７年３月 １日から施行する。

この要領は、平成１８年２月 １日から施行する。

この要領は、平成２１年２月１３日から施行する。



（別紙）

秋田県農林水産部農業関係補助事業について

１ 農林水産省経営局所管の補助事業 （平成１６年度までの事業）

（１）経営構造対策事業

（２）アグリ・チャレンジャー支援事業

（３）水田農業経営構造確立緊急対策事業

２ 農林水産省所管の交付金事業（平成１７年度からの事業）

（１）強い農業づくり交付金事業

（２）元気な地域づくり交付金

（３）農山漁村活性化プロジェクト支援交付金



秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る事業管理委員会設置要領

第１ 趣旨

別紙に掲げる秋田県農林水産部農業関係補助事業（経営構造対策事業、強い農業づくり

交付金事業等〔以下「事業」という ）の効率的かつ適正な執行を確保するため、事業の。〕

実施手続き及び実施状況について調査し、秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る第三

者委員会（以下「第三者委 員会」という ）に諮問する等所要の措置を講ずるものとす。

る。

第２ 所掌事項

事業管理員会は第三者委員会に諮問する次に掲げる事項を調査、検討する。

１ 別紙の１及び２の（１）について

（１）事業計画と執行状況について

（２）事業地区別の各年度における成果についての評価

（３）別紙の２の（１）の事業において、整備事業のうち経営構造対策については、次

の各号に掲げる事項に関する評価

ア 成果目標に対する達成状況及びこれまでの取組状況(改善計画の策定等の改善措

置を含む)

イ 成果目標の未達成要因の把握・分析

ウ 成果目標の達成に向けた今後の対応方策

エ 事業実施主体 農業者等の組織する団体に限る の収支状況 事業実施主体 農（ 。） （ （

業者等の組織する団体）の収支率について、50％未満が３カ年継続した場合）

オ その他必要な事項

（４）その他、事業の効率的かつ適正な執行に必要な事項

２ 別紙の２の（２）及び（３）について

（１）目標及び指標達成状況について（改善計画の策定等の改善措置を含む）

（２）目標及び指標の未達成要因の把握・分析

（３）目標及び指標の達成に向けた今後の対応方策

第３ 組織

１ 事業管理委員会の委員は、農林政策課長、農山村振興課長、水田総合利用課長、農畜

産振興課長とする。

２ 事業管理委員会の委員長は、農山村振興課長とする。

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

第４ 会議

１ 委員会は、農山村振興課長が招集し、委員長が議長となる。

２ 委員長は、必要に応じ、委員以外の出席を求め、意見を聴くことができる。

第５ 事務局



１ 委員会の事務局は農山村振興課調整・地域活性化班に置く。

２ 事務局長は、調整・地域活性化班長とする。

３ 事務局員は、関係する事業担当者及び班長とする。

第６ 委任規定

この要領に定めるものほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。

附則

この要領は、平成１３年１月１４日から施行する。

この要領は、平成１４年４月 １日から施行する。

この要領は、平成１５年４月 １日から施行する。

この要領は、平成１７年３月 １日から施行する。

この要領は、平成１８年４月 １日から施行する。

この要領は、平成２１年２月１３日から施行する。



（別紙）

秋田県農林水産部農業関係補助事業について

１ 農林水産省経営局所管の補助事業 （平成１６年度までの事業）

（１）経営構造対策事業

（２）アグリ・チャレンジャー支援事業

（３）水田農業経営構造確立緊急対策事業

２ 農林水産省所管の交付金事業（平成１７年度からの事業）

（１）強い農業づくり交付金事業

（２）元気な地域づくり交付金

（３）農山漁村活性化プロジェクト支援交付金







強 い 農 業 づ く り 交 付 金 （平成１７年度～平成２１年度）

１ 趣旨
生産・経営から流通までの総合的な強い農業づくりを支援するため、農畜産物の高品質・高付加価値化、低コスト化、認定

農業者等担い手の育成・確保、担い手への農地利用集積の促進、食品流通の効率化・合理化など、地域における川上から川

下までの対策を総合的に推進します。

地域 課題解決 取組２ 地域の課題解決への取組
事業実施主体は、「強い農業づくり」に向け、当該地域が抱える

①需要に応じた生産などによる産地競争力の強化

②担い手の育成・確保や担い手への農地の利用集積の促進などによる経営力の強化

③安全・安心で効率的な流通システムの確立などによる食品流通の合理化

の課題解決に向けた方向性と成果目標を設定し その達成のために取組メニュ－から必要なものを選択しますの課題解決に向けた方向性と成果目標を設定し、その達成のために取組メニュ から必要なものを選択します。

また、目標達成に必要な場合には、地域独自の事業メニュ－を実施することも可能となっています。

３ 事業実施主体
県、市町村、農業協同組合、農業生産法人、担い手育成総合支援協議会、農業者が組織する団体など

事業実施手続き事業実施手続き

事
業
実
施
主

地域が抱える問題の明確化

■事業実施までの流れ ■事業実施状況報告

ソフト：事業実施
翌年度

ハ－ド：事業実施後
翌々年度まで

成果目標の
達成状況

ソフト：事業実施翌年度

ハ－ド：事業実施後３年目

■事業評価

問題解決に向けた方向性と成果目標の設定

※ソフト事業については、「経営力
の強化」の取組でのみ実施可能

主
体
／
市
町
村

○事業実施
状況報告

事業実施計画書の提出

ハ－ド：事業実施後３年目

○自己評価
○公表

交 付 報 告 報 告

産地競争力の強化 経営力の強化 食品流通の合理化

成果目標達成のための手段（メニュー）の決定（ソフト・ハ－ド）

事業実施計画書の作成 事業実施

※

県
○事業実施
状況報告

事業実施計画書の提出

○自己評価
○点検評価
○改善指導
○公表

交 付 報 告 報 告

県における審査・取りまとめ
県事業実施計画書の作成

予算の割り振りは県の裁量

国 事業要望の取りまとめ、成果目標に応じた配分額の算定

県事業実施計画書の提出
成果目標・地域提案メニュ－等協議

○事業実施
状況確認

○点検評価
○改善指導
○第３者委員会
○交付金配分反映
○公表

交付金の交付 報 告 報 告



産地の競争力の強化を図るため、①需要に応じた生産量の確保、②生産性の向上、③品質向上、④農畜産業の
環境保全、⑤輸入急増農産物における国産シェアの奪回を具体的な政策目標とする取組を支援します。

○ 耕種作物共同利用施設整備
取組のメニュ－

産地競争力の強化

事業実施主体

●整備事業

○ 耕種作物小規模土地基盤整備
・ほ場整備
・園地改良
・農道整備
・優良品種系統等への改植・高接

暗きょ施工

○ 耕種作物共同利用施設整備
・共同育苗施設
・乾燥調製施設
・穀類乾燥調製貯蔵施設
・農産物処理加工施設
・集出荷貯蔵施設
・産地管理施設
・用土等供給施設
・農作物被害防止施設

●整備事業

・都道府県
村

取組メニュ－により限定され
る場合もあります。

・暗きょ施工
・土壌土層改良

○ 飼料作物作付及び家畜放牧等条件整備

・水田飼料作物作付条件整備
・飼料作物作付条件整備
・放牧利用条件整備

○ 飼料基盤条件整備
・草地造成改良

草地整備改良

農作物被害防止施設
・農業廃棄物処理施設
・生産技術高度化施設
・種子種苗生産関連施設
・有機物処理・利用施設

○ 畜産物共同利用施設整備
・畜産物処理加工施設
・家畜市場
・家畜飼養管理施設

・市町村
・農業協同組合連合会
・農業協同組合
・公社
・土地改良区
・農事組合法人
・農事組合法人以外の農業生産法人
・特定農業団体
・その他農業者の組織する団体
・消費者団体及び市場関係者
・事業協同組合連合会及び事業協同
組合・草地整備改良

・草地再生改良
・野草地整備改良
・放牧用林地整備
・上記と一体的に行う施設の整備
・土地利用円滑化

家畜飼養管理施設
・畜産新規就農者研修施設
・飼料作物関連施設
・家畜改良増殖関連施設
・離農跡地・後継者不在経営施設

○ 共同利用機械整備
○ 施設等整備附帯事業

組合
・森林組合及び生産森林組合
・食品事業者
・特認団体

づ取 組 事 例

平成１７年度 強い農業づくり交付金
山形県 最上町 事業実施主体：新庄もがみ農業協同組合
集出荷貯蔵施設 １棟397.98㎡ （アスパラガス）
【取組内容】
水田畑地化と園芸作物の導入推進のため重点作物として位置付け新たな

産地形成を進めているアスパラガスについて、予冷・選果設備を有する集出

平成１７年度 強い農業づくり交付金
岩手県
事業実施主体：社団法人岩手県農業公社
畑地転換20ha、細断型ロールベーラー１台、
飼料運搬車１台 （飼料）
【取組内容】
社団法人

岩手県農業
社が事業

産地形成を進めて るア ラガ に て、予冷 選果設備を有する集出
荷貯蔵施設を整備することにより、調製作業等にかかる労働費や資材費を削

減 し、低コスト
化を戦略とする
産地強化計画
の目標達成に
向けて取り
組む。

公社が事業
実施主体と
なり、基盤
整備と収穫・
調製用機械
の整備を行
い、近年、作付が減少している飼料用トウモ
ロコシの新たな生産体系の確立を図り、
地域 粗飼料生産を支援し る

▲「細断型ロールベーラー」

▲「集出荷貯蔵施設」

「計量結束機による作業」の様子▼

交付金の交付率は定額（事業費の１／２以内、１／３以内、生産局長等が別に定める率又は額以内）

交 付 率

採 択 要 件

地域の粗飼料生産を支援している。
「計量結束機による作業」の様子▼

取組によりそれぞれ要件が異なりますが、主に次のような要件があげられます。
●整備事業

・成果目標の基準を満たしていること。
・受益農家及び事業参加者が原則として５戸以上であること。
・生産局長等が別に定める面積要件などを満たしていること。
・当該施設などの整備によるすべての効用によってすべての費用を償うことが見込まれること。
・共同利用施設を整備する場合にあっては、原則として、総事業費が５千万円以上であること。 など



経営力の強化を図るため、①担い手の育成・確保、②担い手への農地利用集積の促進、③新規就農者の育成・
確保を具体的な政策目標とする取組みを支援します。

の強化力営経

取組可能なメニュ－
②担い手への農地利用集積の促進

①担い手の育成・確保
●推進事業
・農薬飛散防止技術の重点普及活動の実施
・情報収集活動の実施
・研修会などの開催 他

●整備事業
・担い手の育成・確保など地域農業の構造改革の加速化に
資する生産施設 加工施設 流通販売施設及び土地基盤

②担い手への農地利用集積の促進
●推進事業
・集落営農の組織化・法人化及び効率的かつ安定的な
農業経営に対する農地の利用集積の推進
・遊休農地の解消及び発生の防止等を図り、地域の農
地の効率的な利用の確保 他

③新規就農者の育成・確保
●推進事業

資する生産施設、加工施設、流通販売施設及び土地基盤
などの整備
・農業用機械の査定・処分
・高生産性農業用機械の新規導入
・小規模基盤整備・簡易な施設の整備 他

・県農業大学校などにおいて、団塊世代や若者の就農
促進のための研修教育課程のカリキュラム策定や、指
導職員の配置などの実施
・若者・女性など新規就農者からの相談に対応できる
体制の整備、実技研修や各種研修会などの開催 他

●整備事業
・県農業大学校などの研修教育施設、調査研究用施
設及び地域段階における実践的個別技術の研修施

取 組 事 例

設の整備 他平成１８年度 強い農業づくり交付金
山形県 寒河江市 三泉地区
事業実施主体：三泉ライスセンター組合
乾燥調製貯蔵施設 １棟451.09㎡ （米）
【取組内容】
水稲について、清流寒河江川ブランドの確立を目指しているが、

米からさくらんぼ等への作付転換や農業者の高齢化が進んでお
り、水田農業を支える担い手の育成が急務となっているため、水

平成１８年度 強い農業づくり交付金
山形県 酒田市 袖浦地区 事業実施主体：そでうらファーム
大型コンバイン[6条98ps]（米）

【取組内容】
従来から施設園芸が

盛んな当地域において、り、水田農業を支える担い手の育成が急務となっているため、水
田農業の基幹施設となる
ミニライスセンターを整備
することにより、春作業
から秋作業までを受託
できる体制を整え、農作
業受託等により地域農業
の担い手を育成

していく。

水稲栽培の更なる効率化
を図るためオペレーター型
の集落営農組織を設立し、
大型機械を導入することで
作業効率を改善するととも
に品目横断的経営安定
対策へ加入することで

経営の安定を図る。▲「乾燥調製貯蔵施設」

事業実施主体

●推進事業
・都道府県 ・市町村
・農業会議 ・農業委員会
・青年農業者等育成センター
・特定非営利活動法人 他

●整備事業
・都道府県
・市町村
・農業協同組合
・農業協同組合連合会

・土地改良区
・農業委員会
・農業者などの組織する団体
・第３セクタ－

取組メニュ－により限定され
る場合もあります。

取組メニュ－により限定され
る場合もあります。

・地域担い手育成総合支援協議会
・青年農業者育成センター
・特定非営利活動法人

他

していく。▲「乾燥調製貯蔵施設」

▲「大型コンバイン」

交付金の交付率は定額（事業費の１／２以内、１／３以内、生産局長等が別に定める率又は額以内）

組 れぞれ 件が な ますが 主 次 うな 件があげ れます

採 択 要 件

交 付 率

取組によりそれぞれ要件が異なりますが、主に次のような要件があげられます。
●推進事業

・事業実施による成果目標を定めていること。
・生産局長等が別に定める要件及び基準などを満たしていること。

●整備事業
・成果目標の基準を満たしていること。
・生産局長等が別に定める要件を満たしていること。
・費用対効果分析により、妥当投資額を算定し、投資効率が1.0以上となっていること。 など



食品流通の合理化を図るため、①安全・安心で効率的な市場流通システムの確立、②卸売市場の再編の促進を
具体的な政策目標とする取組を支援します。

の食品流通 合理化

取組可能なメニュ－ 事業実施主体

●整備事業（卸売市場に係る以下の施設を整備）
○ 売場施設
○ 貯蔵・保管施設
○ 駐車施設
○ 構内舗装
○ 搬送施設
○ 衛生施設
○ 食肉関連施設

○ 市場管理センター
○ 防災施設
○ 加工処理高度化施設
○ 総合食品センター機能付加施設
○ 附帯施設
○ 上記の施設内容に準ずる施設

●整備事業
・卸売市場法第８条第１号若しくは第２号に該当する地方公共団体又

は中央卸売市場を開設している地方公共団体
・中央卸売市場整備計画に基づき中央卸売市場から転換した地方卸
売市場の開設者

・中央卸売市場整備計画に基づき他の中央卸売市場との統合により
廃止する中央卸売市場の開設者

・PFI法第６条に基づき選定された特定事業を実施する選定事業者
・事業協同組合又は協同組合連合会
・前記に掲げる者が主たる出資者又は出えん者になっている法人

方 体 方 体が主 資者 な○ 食肉関連施設
○ 情報処理施設

○ 記の施設内容に準ずる施設
○ 共同集出荷施設

・地方公共団体又は地方公共団体が主たる出資者になっている法人
であって、卸売市場法第５５条の開設許可を受け、又は受けることが
確実と認められる者

・特認団体

取 組 事 例

平成１６年度 中央卸売市場施設整備事業
宮城県 仙台市中央卸売市場食肉市場 事業実施主体：仙台市
加工処理高度化施設 １棟1 865 0㎡（食肉加工場）

交 付 率

加工処理高度化施設 １棟1,865.0㎡（食肉加工場）

【取組内容】
部分肉の処理においては、牛・豚完全分離型の加工処理システム

を採用し、施設をウインドレス構造として温度・衛生管理の徹底をは
かる等、安全・安心で効率的な食肉供給に努めている。

▲「加工処理高度化施設」

交付金の交付率は定額（４／１０以内、生産局長等が別に定める率以内）

取組によりそれぞれ要件が異なりますが、主に次のような要件があげられます。
●整備事業

・成果目標の基準を満たしていること

採 択 要 件

○強い農業づくり交付金の相談窓口
県や国の機関においては、次の部署で担当しております。

・成果目標の基準を満たしていること。
・生産局長等が別に定める要件を満たしていること。
・当該施設整備のすべての効用によってすべての費用を償うことが見込まれること。

（ただし、総事業費が５千万円以上のものに限られるほか、中央卸売市場整備計画に基づき他の中央卸売市場との統合により廃止

する中央卸売市場の開設者を除く。） など

実施要綱など関係通知、詳しい内容は、ホ－ムペ－ジをご覧になられるか、お気軽にご相談ください。

青森県 農林水産部 農林水産政策課
TEL 017-734-9457（直通）

岩手県 農林水産部 農産園芸課
TEL 019-629-5715（直通）

宮城県 農林水産部 農産園芸環境課
TEL 022-211-2844（直通）

秋田県 農林水産部 水田総合利用課
TEL 018-860-1788（直通）

山形県 農林水産部 農政企画課
TEL 023-630-2425（直通）

福島県 農林水産部 生産流通領域園芸振興グル－プ
TEL 024-521-7355（直通）

農林水産省 生産局 総務課 生産推進室（内線４７１７）
TEL 03-3502-8111 （代表）
URL ｈｔｔｐ：//www.mａｆf.go.jｐ/soshiki/nousan/seisantaisaku/index.html

東北農政局 生産経営流通部 農産課 担当：地域指導官（内線４０８９）
TEL 022-263-1111（代表）
URL ｈｔｔｐ：//www.tohoku.mａｆｆ.gｏ.jｐ/sesan/setop.htm

平成１９年６月 ： 東北農政局生産経営流通部農産課 作成



平成１８年度事業実施状況一覧

強い農業づくり交付金

No 取組名 市町村名 事業主体名 施設概要等
事業費
（千円）

国庫交付金
額（千円）

計画利用
面積等

目標年度 H20実績 達成率
目標達成
状況(H20)

事業効果の発生状況等

1

産地競争力強化に向け
た取り組み

美郷町 高野ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ生産組合 細断型ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗｰ１台 3,938 1,725 デントコーン
６ha

Ｈ２０ デントコー
ン
６．５ha

108.0%

Ａ

裁断型ロールベーラーの導入により、デントコーン生
産の作業効率が改善された。

2

産地競争力強化に向け
た取り組み

仙北市 仙北市 草地整備改良８.1ha　他 20,012 10,000 草地
８.1ha

Ｈ２０ 草地
８.1ha

100.0%

Ａ

草地整備改良を実施したことにより、旺盛な草生となり
目標を達成できた。一方、放牧牛が減少していること
から（目標１７５頭：実績１４７頭）、今後は放牧牛の確
保に努める。

3

産地競争力強化に向け
た取り組み

由利本荘市 上原粗飼料利用組合 ロールベーラー１台 他 3,930 1,310 稲わら6.6ha
牧草　11.1ha

Ｈ２０ 稲わら
6.6ha
牧草
11.1ha

100.0%

Ａ

稲わらについては、畜産経営から生じる堆肥の有効活
用を図りながら、安定した稲わら収集を行い、牧草に
ついては、収穫機械の導入により、適期に効率的な作
業を実施することができた。

4

産地競争力強化に向け
た取り組み

湯沢市 雄勝酪農農業協同組合 フリーストール牛舎３棟　他 305,232 145,348 乳用牛
１８０頭

Ｈ２０ 乳用牛
１８０頭

100.0%

Ａ

搾乳ロボット導入によって削減された労働時間を自給
飼料の生産や飼育管理に活用することができ、安定し
た乳量を維持している。

5

水田農業経営構造確立
緊急対策事業

北秋田市 農事組合法人田中ファー
ム

乾燥調製貯蔵施設　１棟 47,695 23,847 水稲・大豆
　５４ha

Ｈ２０ 水稲・大
豆
　60.9ha

112.7%

A

担い手への農地の利用集積が計画どおり進んだ。

6

水田農業経営構造確立
緊急対策事業

横手市 おものがわ農業協同組合 乾燥調製貯蔵施設　１棟 272,462 129,744 水稲　110ha Ｈ２０ 水稲
111.4ha

101.3%

A

担い手への農地の利用集積が計画どおり進んだ。

7

アグリ・チャレンジャー
支援事業

横手市 横手市 産地形成促進施設　１棟 84,655 42,327 販売額
　４８百万円

Ｈ２０ 販売額
131百万
円

272.9%

A

農産物の販売が計画以上に増加している。

Ａ １００％以上（目標達成）

Ｂ ７０～９９％

Ｃ ５０～７０％（改善指導対象）

Ｄ ５０％以下（改善指導対象）
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平成１９～２０年度事業実施状況一覧

強い農業づくり交付金

No 取組名
実施
年度

市町村名 事業主体名 施設概要等
事業費
（千円）

国庫交付金
額（千円）

計画利用面
積等

目標年
度

稼働率
(H20)

目標達成状況 事業効果の発生状況等

1
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 小坂町 （有）ファームランド 肥育豚舎４棟、子豚豚舎２棟 1,253,700 578,000 母豚1600頭
規模

Ｈ２１
Ａ

労働時間 40%削減
Ａ

新システム導入（オートソーティングシステム）により、同規模の
肥育豚舎での配置人員を５人から３人に削減できた。また、農場
の稼働に伴い、新規雇用も拡大した。

2
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 大仙市 大仙市 草地整備改良　3.96ha 48,644 24,083 草地　3.96ha Ｈ２１
Ｄ

単収 3,800kg/
10a Ｄ

春の時点で播種を行ったが、天候の影響を受けて生育までには
至らなかった。秋にあらためて一部に播種したものの、０．４６ha
の実績にとどまった。

3
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 大仙市 協和ＷＣＳ利用促進
協議会

自走式マニュアスプレッタ 5,376 2,560 牧草　27.7ha
WCS 12.4ha
デントコーン
4.4ha

Ｈ２１
Ｂ

牧草
WCS
デントコーン

27.7ha
12.4ha
4.4ha

Ｂ

堆肥散布機械の導入により堆肥散布面積の拡大と収穫量の増
加が図られ、ＷＣＳ作付面積も拡大した。

4
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 仙北市 町田地区飼料生産組
合

細断型ロールベーラー 16,254 7,390 牧草　　50ha Ｈ２１
Ｄ

牧草 50ha
Ｄ

４haは転作飼料作物の作付地集積を図った。２１年度に計画して
いる草地の借入については調整中。

5
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 北秋田市 鷹巣町農協 分析診断施設 29,400 14,000 1,866ha Ｈ２１
Ｂ

稲の品質分析の受
益面積の実施割合

95.0%
B

自主検査体制の確立により集荷から販売までの期間短縮と効率
化が図られた。

6
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 大仙市 秋田県 土壌改良0.4ha、土取り場整理
一式

10,000 5,500 8.7ha
－ Ａ

小規模公害防除の実施

－ A

客土工事の実施により、農地における重金属汚染が解消され
た。

7
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 秋田市 中野集団栽培組合 穀物遠赤外線乾燥機１台 1,995 997 1施設当たり
水稲　22ha

Ｈ２１
Ｂ

当該農業機械等利用に係
る燃油使用量　玄米１ｔ当
たり削減率

19%
Ｄ

乾燥開始時の水分量が平年より多く、燃油使用量は増加した
が、今後は目標達成に向けて乾燥前水分量が多くならないよう
調整する。

8
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 秋田市 （農）アグリかなあし 穀物遠赤外線乾燥機１台 2,421 1,122 1施設当たり
水稲　17ha

Ｈ２１
Ｂ

当該農業機械等利用に係
る燃油使用量　玄米１ｔ当
たり削減率

27%
Ｄ

乾燥開始時の水分量が平年より多く、燃油使用量は増加した
が、今後は目標達成に向けて乾燥前水分量が多くならないよう
調整する。

9
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 由利本荘市 蟹沢集団組合 穀物遠赤外線乾燥機３台 7,718 3,737 1施設当たり
水稲　20ha

Ｈ２１
Ｂ

当該農業機械等利用に係
る燃油使用量　玄米１ｔ当
たり削減率

20%
Ｄ

乾燥開始時の水分量が平年より多く、燃油使用量は増加した
が、今後は目標達成に向けて乾燥前水分量が多くならないよう
調整する。

10
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 横手市 常野機械利用組合 穀物遠赤外線乾燥機１台等 2,508 1,174 1施設当たり
水稲　12ha

Ｈ２１
Ｂ

当該農業機械等利用に係
る燃油使用量　玄米１ｔ当
たり削減率

12%
Ａ

乾燥開始時の水分量を調整した結果、燃油使用量削減すること
ができた。

11
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 横手市 向ライスセンター利用
組合

穀物遠赤外線乾燥機２台等 4,606 2,230 1施設当たり
水稲　26ha

Ｈ２１
Ｂ

当該農業機械等利用に係
る燃油使用量　玄米１ｔ当
たり削減率

13%
Ｄ

乾燥開始時の水分量が平年より多く、燃油使用量は増加した
が、今後は目標達成に向けて乾燥前水分量が多くならないよう
調整する。

12
産地競争力強化に
向けた取り組み

H19 湯沢市 （農）雄勝グリーン
サービス

穀物遠赤外線乾燥機３台 5,198 2,475 1施設当たり
水稲　36ha

Ｈ２１
Ｂ

当該農業機械等利用に係
る燃油使用量　玄米１ｔ当
たり削減率

28%
Ｄ

乾燥開始時の水分量が平年より多く、燃油使用量は増加した
が、今後は目標達成に向けて乾燥前水分量が多くならないよう
調整する。

経営構造対策事業 H19 にかほ市
由利本荘市

秋田しんせい農協 カントリーエレベーター 532,164 245,000 284ha Ｈ２３ 認定農業者の育成 247名
確保 A

集落営農組織等が育成された。

担い手への農地の利用集
積率

66%
Ａ

集落営農などにより集積が進んでいる。

経営構造対策事業 H19 大仙市 農事組合法人 ミニライスセンター 94,450 44,976 40ha Ｈ２３ 認定農業者の育成 28名
確保 Ａ

農事組合法人が設立されたほか、認定農業者が増加した。

かくまがわ 担い手への農地の利用集
積率

64%
A

法人を含む認定農業者への農地の利用集積が進んでいる。

Ａ １００％以上（目標達成）

Ｂ ７０～９９％

Ｃ ５０～７０％（改善指導対象）

Ｄ ５０％以下（改善指導対象）

Ａ

Ａ

13

14

主な地区目標
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No 取組名
実施
年度

市町村名 事業主体名 施設概要等
事業費
（千円）

国庫交付金
額（千円）

計画利用面
積等

目標年
度

稼働率
(H20)

目標達成状況 事業効果の発生状況等

Ａ １００％以上（目標達成）

Ｂ ７０～９９％

Ｃ ５０～７０％（改善指導対象）

Ｄ ５０％以下（改善指導対象）

海外に向けた出荷量の増加率 233% Ａ

平成２０年度は2.4ｔの輸出ができ、平成１９年度の0.3ｔに比べて、８倍の
伸び
となった。

22%

33%

12%

12%

22%

30%

22%

33%

燃油使用量の低減率

燃油使用量の低減率

燃油使用量の低減率

燃油使用量の低減率

燃油使用量の低減率

燃油使用量の低減率

燃油使用量の低減率

燃油使用量の低減率

燃油使用量の低減率 30%

燃油使用量の低減率

燃油使用量の低減率

33%

31%

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、燃油の節減が図られる見込み。

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、燃油の節減が図られる見込み。

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、燃油の節減が図られる見込み。

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、燃油の節減が図られる見込み。

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、燃油の節減が図られる見込み。

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、燃油の節減が図られる見込み。

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、燃油の節減が図られる見込み。

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、燃油の節減が図られる見込み。

完成予定時期がＨ２１．３月である。来年度より本格的な稼働であり、飼
料要求率の向上が図られる見込み。

完成予定時期がＨ２１．３月である。来年度より本格的な稼働であり、鶏
卵生産量の増加が図られる見込み。

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、燃油の節減が図られる見込み。

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、燃油の節減が図られる見込み。

導入時期がＨ２１．１月であり、年間を通しての低減率は、算定できない
が、１月の削減量は前年度比３６％削減されている。

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

飼料要求率の向上割合の増加 1.01%

受益農家の鶏卵生産量の増加率 120%

飼料収穫作業機械の導入により、収穫作業の効率化が図られた。また
作付面積および受託農家戸数を拡大することができた。

単収の増加 2.8ｔ

受託農家戸数の増加 ５戸

受託農家戸数の増加 ５戸 Ａ

Ａ

専用機械の追加導入により、生産体制の強化が図られ、計画面積に対
し大幅な増となった。これにより飼料自給率が向上したとともに、耕畜
連携体制の定着が図られてきている。

Ｂ

Ａ

細断型ロールベーラー及びテッターレーキの導入により、作業効率が
大幅に軽減された。計画通り事業効果が発生している。

飼料収穫作業機械の導入により、収穫作業の効率化が図られた。また
作付面積および受託農家戸数を拡大することができた。

ＷＣＳ　３０
ha

Ｈ２２ Ａ

サンチュ
22a

Ｈ２２

－

－

－

横手西部ＷＣＳ生産組合
コンバインベーラー１台、自走式ラップマ
シーン２台

12,285 5,13319
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 横手市

ＷＣＳ　１７
ha

Ｈ２２

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

牧草　　13ha Ｈ２２

ＷＣＳ　35ha Ｈ２２

18
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 横手市 田中飼料稲生産組合

ロールベーラー１台、自走式ラップマシーン
２台、フロントローダー１基、ベールクラフト
１基、トラクター用動力部品１式、自走式マ
ニアスプレッダ１台

16,445 7,012

17
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 大仙市 上野口粗飼料生産組合 ロールベーラー１台、テッダーレーキ１台 4,100 1,301

神岡ホールクロップ生産組合 ロールベーラー１台、梱包格納用機械１台 10,914 4,81316
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 大仙市

15
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 鹿角市 桃　　９１ｈａ Ｈ２２ＪＡかづの 桃用選果機 110,040 52,400

導入時期がＨ２１．１月以降であり、年度内竣工予定。来年度より本格
的な稼働であり、品質の向上が図られる見込み。

水稲
5,310ha

Ｈ２２

1施設当たり
水稲　５３ha

Ｈ２２ －

33
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20
能代市
藤里町

あきた白神農協 カドミ分析装置１式 34,197 16,284

1施設当たり
水稲　４３ha

Ｈ２２

32
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 羽後町 （有）馬音農場 水稲直播機１台 4,095 1,950

（農）みわ栄農ＡＫＩＴＡ 水稲直播機１台 4,095 1,95031
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 羽後町

Ｈ２２

1,131 Ｈ２２
1施設当たり
水稲　１６ha

（農）みつまた 田植機１台 3,565

1,995

30
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 湯沢市

1施設当たり
水稲　１８ha

Ｈ２２

29
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 湯沢市 相川ファーム㈱ 遠赤外線乾燥機１基 950
1施設当たり
水稲　１８ha

Ｈ２２
1施設当たり
大豆　３０ha

28
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 湯沢市 相川ファーム㈱ 田植機１台 2,352 746

1施設当たり
水稲　１８ha

Ｈ２２

27
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 美郷町　 （農）スカイマックス千畑 遠赤外線乾燥機２基 4,830 2,300

Ｈ２２
1施設当たり
水稲　１３ha

26
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 美郷町　 （農）ニューファーム千畑 水稲直播機１台 2,993 1,425

1施設当たり
水稲　２０ha

Ｈ２２

25
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 大仙市 門目協業生産組合 遠赤外線乾燥機２基 7,935 3,967

1施設当たり
水稲　１４ha

Ｈ２２

24
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 由利本荘市 石沢館集落営農組合 田植機１台 4,200 1,333

23
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 井川町 東部地区担い手集団 田植機１台 3,100 1,033

22
産地競争力強化に向けた
取り組み

H20 羽後町 （有）グリーンみなみ野 内張カーテン 1,995 950

258,152 42,541
鶏卵生産量
5,084ﾄﾝ

Ｈ２２H20 大館市 大館ファーム 洗卵選別機械

20
産地競争力強化に向けた
取り組み

21
産地競争力強化に向けた
取り組み

853,894 406,613
飼養羽数
562,560羽

Ｈ２２H20 大館市 大館ファーム 鶏舎

主な地区目標

タンパク値の低下

出荷数に占めるカドミウム含有米の
発生比率の削減

0.3P

50%
－

飼料自給率の増加 99.6%

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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経営構造対策（強い農業づくり交付金）の概要

１ 目 的

効率的かつ安定的な農業経営が、地域農業の相当部分を担う望ましい農業構造を確

立することを目的とする。

２ 事業概要

地域農業の担い手となるべき農業経営（認定農業者等）の育成・確保、及び担い手

への農地の利用集積等、地域農業の構造改革の加速化に資する生産施設、加工施設、

流通販売施設及び土地基盤等の整備等を図る。

※ 平成16年度までは単独対策であったが、Ｈ17年度からは「強い農業づくり交付金」に統合されている。

※ Ｈ20年度からの新規採択については、担い手育成緊急地域等が対象となっている。

３ 成果目標の設定

次のいずれかの基準を満たしていること

(1) 認定農業者の育成・・・ 認定農業者数が計画時に比べ、５０％以上増加又は過去５年間の増

加率以上

(2) 担い手への農地集積 ・・・６０％以上または現状より１０ポイント以上増加

このほか、連担化率や地区選択目標を自由に設定できる。

４ 補助対象

農業経営体の育成に直結する以下の施設等の整備に要する経費

生産施設、加工施設、流通販売施設、土地基盤整備等

→ 経営構造対策事業（ハード）３年間の事業実施で、原則として複数の施設等を組合せ

１／２、４／１０、１／３以内３ 補 助率

市町村、農協、農業者の組織する団体等４ 事業主体

平成１２年度～２１年度まで（Ｈ１７～２１年度は交付金制度）５ 事業実施期間

（Ｈ２１年度）６ 国予算の概算決定額

強い農業づくり交付金 ２４４億円の内数



事業名
実施
年度

市町村名 地区名 事業主体名 施設概要等
事業費
（千円）

国庫交付金
額（千円）

計画面積
等

目標
年度

Ｈ20稼働
状況等

目標達
成状況

事業効果の状況等

18 北秋田市 田中
農事組合法人
田中ファーム

ミニライスセンター
　１棟　400㎡ 47,695 23,847 54ha H20 112.8%

農地利用
集積率

98.4% Ａ
担い手への農地の利用集積が計
画どおり進んだ。

18 横手市 雄物川 おものがわ農協
ライスセンター
　１棟　701㎡ 272,462 129,744 110ha H20 111.4%

農地利用
集積率

61.8% Ａ
担い手への農地の利用集積が計
画どおり進んだ。

横手市 十文字 横手市
産地形成促進施設
　１棟　289.8㎡ 84,655 42,327

販売額
48百万円

H20 388.7%
雇用の拡
大

２名 Ａ 雇用が確保される。

所得水準
到達者

２名 Ａ 農家の所得の向上が図られる。

処理量
認定農業
者

247名 Ａ
担い手の確保が計画どおり進ん
でいる。

2，000ｔ
利用集積
率

66% Ａ
担い手への農地の利用集積が計
画どおり進んでいる。

処理量
認定農業
者

28 Ａ
担い手の確保が計画どおり進ん
でいる。

234ｔ
利用集積
率

63.8% Ａ
担い手への農地の利用集積が計
画どおり進んでいる。

Ａ １００％以上（目標達成）

Ｂ ７０～９９％

Ｃ ５０～７０％（改善指導対象）

Ｄ ５０％以下（改善指導対象）

水田農業経
営構造確立
緊急対策事
業

成果目標等

アグリ・チャレ
ンジャー支援
事業

経営構造対策

19

19

にかほ市
由利本荘
市

大仙市

にかほ市・
由利本荘
市西目

秋田しんせい農業
協同組合

乾燥調製貯蔵施設
１棟521㎡ 532,163 245,000 H23

18

92.0%

113.6%

平成１８～２０年度整備事業実施状況一覧（強い農業づくり交付金「経営力の強化対策」）

44,976 H23かくまがわ
農事組合法人
かくまがわ

乾燥調製施設
１棟388.9㎡ 94,449
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アグリ・チャレンジャー支援事業の概要

１ 趣 旨

アグリビジネスは、地域の創意・工夫による無限の可能性を有し、農業構造の改革を図

るために欠くことのできないものの一つとなっている反面、新分野への挑戦に伴う新商品

・新技術開発、施設整備、新たな流通経路の開拓及び資金調達等の大きなリスクを伴う。

このため、アグリビジネスにチャレンジする者（希望を掲げて未来の農業を創造してい

く者）をソフト面・ハード面双方から積極的かつ緊急に支援する。

２ 事業内容

アグリビジネスにチャレンジする上で必要となる土地基盤整備、生産・加工・流

通施設、都市農村交流施設等に対して助成する。

【目標（３年度目 】）

次の項目に定める数値目標の基準をすべて満たす数値目標及び達成のためのプログラム

を設定。

①農畜産物の高付加価値化 ･････ 販売単価の増加率平均が２５％以上

②売上額の増加 ･････ 年間の売上額が、おおむね３千万円以上または30 以上の増加%

③雇用の拡大 ･････ 雇用者が３人以上又は延べ700人・日以上の増加

、 、 （ ）なお 上記①～③の一部に代えて 担い手育成に直結する地域提案目標 知事特認目標

を設定することも可能。

３ 事業主体

農業者等の組織する団体、市町村、農業協同組合等

４ 補助率

国 １／２、４／１０、１／３以内

５ 事業実施期間

平成１４年度～平成１８年度 ※

※平成１７～１８年度は 国の補助金改革に伴い本事業は、 に統合され強い農業づくり交付金

「経営力の強化対策」の１対策である「アグリ・チャレンジャー支援」となった。



平成18年度強い農業づくり交付金（アグリチャレンジャー支援関係）の実施状況について

横手市 安新鮮果

(1) 施設等の整備状況

○ 事業実施主体 横手市
○ 管理運営主体 安新鮮果
○ 整備施設 産地形成促進施設（地域食材供給施設）

１棟 1,549.1㎡のうち289.83㎡
○ 事業費等 ８４，６５５千円（うち交付金 ４２，３２７千円）

(2) 成果目標の達成状況

目 標 値 成果目標の達成プログラム
取組名 成果目標

計画時（H17） 目標年（H20） １年度目 ２年度目 ３年度目
（ ）（H18） （H19） H20：目標年

2認定農業者等 所得の向上 0 0
2担い手の育成 0 2 0 2

100.0％の推進 （人）

48,652農畜産物等の売上額 20,040 43,043
131,26220,040 48,652 29,046 98,602
388.7％（千円） 341.5％

3.2雇用の拡大 3.2 3.2
3.30.7 3.2 0.7 4.2
104.0％（人） 140.0％

（参考）施設運営に係る収支状況 収 入（千円） 100,055 132,941
支 出（千円） 99,735 132,687
収支率（％） 100.3 100.1

※ 上段：計画 中段：実績 下段：達成率



水田農業経営構造確立緊急対策事業の概要

１ 趣 旨

米政策改革を促進し、望ましい生産構造を実現するためには、立ち遅れている水田農

業に係る農地の利用集積を加速する必要がある。このため、担い手への農地集積に関す

る高い目標を立て、実行しようとする地域が目標を実現するために必要な機械・施設整

備等に対して支援する。

２ 事業内容

(1) 対象地区

① 必須要件

ア 整備済み水田が５０ヘクタール以上集団的に存在する地区

イ 農地流動化地域総合推進事業、農地保有合理化担い手育成地域推進事業、農業

構造転換地域連携事業等の農地流動化施策の実施地区

ウ 目標年度（事業実施から３年後）までに水田の６０％以上を担い手（認定農業

者、特定農業団体等）に利用集積する地区

② 採択要件

目標年度までの担い手への集積面積(ha)と集積率増加分(％)を乗じたポイント

（集積目標ポイント）の高い地区から順に採択

③ 事後評価

目標年度において集積目標ポイントが実現できない場合には所定の措置

(2) 補助事業の内容

水田経営用農業機械・施設（リースを含む 、水田経営転換農業機械・施設（リー）

スを含む 、土地基盤整備、産地形成促進施設、施設整備附帯事業等）

３ 事業主体

市町村、農協、認定農業者等が組織する団体、特定農業団体等

国 １／２、１／３以内４ 補助率

平成１４年度～平成１８年度 ※５ 事業実施期間

※平成１７年度からは 国の補助金改革に伴い本事業は、 に統合され強い農業づくり交付金
「経営力の強化対策」の１対策である「水田農業経営構造確立緊急対策」となった。



平成18年度強い農業づくり交付金（水田農業経営構造確立緊急対策）の実施状況について

Ⅰ 農事組合法人田中ファーム ミニライスセンター

(1) 施設等の整備状況

○ 事業実施主体 農事組合法人田中ファーム

○ 地区名等 北秋田市(旧鷹巣町) 田中地区
○ 整備施設 乾燥調製貯蔵施設 １棟 400㎡

○ 対象作物 水稲(198ｔ)、大豆(36ｔ)
○ 事業費等 ４７，６９５千円（うち交付金 ２３，８４７千円）

(2) 成果目標の達成状況

目 標 値 成果目標の達成プログラム
取組名 成果目標

計画時（H17） 目標年（H20） １年度目 ２年度目 ３年度目
（ ）（H18） （H19） H20：目標年

９８．４％農地利用集積 担い手への農地の利 ８３．５％ ８３．５％
（６７．４ha）の推進 用集積率の向上 ３５．７％ ９８．４％ （５７．１ha） （５７．１ha）

９８．４％８２．６％ ９２．７％

（６７．４ha）（２４．４ha） （６７．４ha） （５６．６ha） （６３．５ha）

１００．０％９８．１％ １１９．２％

※ 上段：計画 中段：実績 下段：達成率



Ⅱ ＪＡおものがわ ライスセンター

(1) 施設等の整備状況

○ 事業実施主体 おものがわ農業協同組合
○ 施設管理主体 農事組合法人舘合ファーム

○ 地区名等 横手市(旧雄物川町) 舘合地区
○ 整備施設 乾燥調製貯蔵施設 １棟 701㎡

○ 対象作物 水稲(784ｔ)
○ 事業費等 ２７２，４６２千円（うち交付金１２９，７４４千円）

(2) 成果目標の達成状況

目 標 値 成果目標の達成プログラム

取組名 成果目標
計画時（H17） 目標年（H20） １年度目 ２年度目 ３年度目

（ ）（H18） （H19） H20：目標年

６１．８％農地利用集積 担い手への農地の利 ５３．７％ ５６．２％
（２４４ha）の推進 用集積率の向上 ２１．９％ ６１．８％ （２１２ha） （２２２ha）

６７．５％５３．７％ ６７．５％

（２６７ha）（８６．５ha） （２４４ha） （２１２ha） （２６７ha）

１０９．２％１００．０％ １３２．９％

３９．９％うち連担化率 ０．０％ ３９．９％ ３８．２％ ３８．９％
（任意設定）

８７．０％７１．１％ ８７．０％

２１８％１８６％ ２２３％

※ 上段：計画 中段：実績 下段：達成率



強い農業づくり交付金

事業実施に関する基本的方針及び交付金の配分方針について

１ 事業実施に関する基本的方針

○ 国民の食料自給率に対する関心が高まる中、本県の自給率は全国第２位の高い水準

にあるが、その大半が米の生産力によるもので、米以外の自給率は依然として低位な状

況にあり、大区画化が進む水田を高度に活用するため、飼料用米やＷＣＳなどの作付け

を促進し、自給力向上に向けた取組を推進する必要がある。

○ また、国の「食料・農業・農村基本計画」に示されているように、地域農業の担い

手となるべき農業経営体の育成・確保を図り、効率的かつ安定的な農業経営が地域の農

業生産の相当部分を担う農業構造の確立や多様化・高度化している消費者・実需者ニー

ズに即した農業生産の推進を図る必要がある。

○ こうした課題に対処するため、本対策では、大豆などの土地利用型作物をはじめ、

野菜、果樹、花き、畜産、飼料用米等の生産拡大を図るとともに、農畜産物の高付加価

値化・流通の合理化を推進するほか、最近の農業をとりまく情勢を反映した低コスト化

・環境への配慮を意識した取り組みなどについて総合的に支援するものである。

２ 交付金の配分方針

(1)趣旨

交付金の市町村への配分については、国が定める一定の基準内で、県へその裁量権

が委ねられているところであるが、交付金制度の公平的かつ効果的な運用を図るため、

次のとおり交付金の配分方針を定めるものとする。

(2)配分方針

1) 国における各事業の評価ポイントに配慮しつつ、「担い手の育成」、「農地の利

用集積」等に、より高い効果が期待される事業について優先的に配分する。

なお、交付金の配分の対象とする事業は、原則として国から県への配分にあたっ

て算定の対象とされた事業とする。

2) 事業効果を高めるとともに、交付金の効率的な運用を図るため、各事業実施主体

には事業内容を精査して可能な限り対象事業費の縮減を求めるものとする。



別表２

政策目的 取組の分類 取組名 政策目標 達成すべき ポイント
成果目標基準

産地競争 産地競争力 【土地利用型 生産性向 【土地利用型作物
力の強化 の強化に向 作物 稲 上 （稲 】（ ）】 ）（新

けた総合的 （コストの削減に関規需要米を除
推進 する目標）く）

・10ａ当たり物財費 ・10ａ当たり物財費の削減について
を３％以上削減 ％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ポイント９

※同じ取組 ％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ポイント【土地利用型 7.5
名の中から ％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ポイント作物（新規需 ※達成すべき成果目 ６
成果目標を ％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ポイント要米 】 標を２つ掲げる場 4.5）
１つ又は２ ３％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ポイント合、この目標を選

択した場合は、土つ選択。 【土地利用型
ただし、 作物（麦 】 ※上記ポイントに加え、食料供給コスト縮減特別ポイント３ポイントを加） 地利用型作物（新

複数の作物 算。規需要米）の「コ
等に関連す 【土地利用型 ただし、事業実施主体は、事業実施状況の報告期間に１回以上、受益農ストの削減に関す
る施設・機 作物 大豆 家から、品目別コスト縮減戦略の取組チェックシート（地域の実情に応じ（ ）】 る目標を選択しな
械等の整備 て点検項目を変更したものでも可 ）の提出を受けるなどにより生産コストいものとする。 。
を行う場合 の低減に取り組むこととする。
は、主要な
２つの作物 ※※上記ポイントに加え、①に該当する場合はポイントを加算
の成果目標 ①本成果目標が、事業実施主体の所在する都道府県において、重要性が高
を１つずつ いものとして設定された３つまでの成果目標のうちの１つである場合
選択。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ポイント

※※※上記ポイントに加え、②及び③に該当する場合はポイントを加算。
ただし、達成すべき成果目標を２つ掲げた場合であっても、１つの事
業計画につき１回の加算とする。
②事業費1,000万円当たりの認定農業者数について
７人以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ポイント
３人以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ポイント

③事業実施主体が所在する都道府県の農業産出額の増加割合（平成15年の
農業産出額に対する平成18年の農業産出額の増加割合又は平成16年から

。平成18年までの農業産出額の増加割合の平均値のいずれか高い値をいう
以下同じ ）について。
２％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ポイント
０％以上２％未満・・・・・・・・・・・・・・１ポイント



生産性向 【土地利用型作物
上 （稲 （労働時間の）】

削減に関する目標）
・10ａ当たり労働時 ・10ａ当たり労働時間の削減について
間を10％以上削減 ％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ポイント26

％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ポイント22
％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ポイント※達成すべき成果目 18
％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ポイント標を２つ掲げる場 14
10％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ポイント合、この目標を選

択した場合は、土
※上記ポイントに加え、①、②又は③のいずれかによりポイントを加算地利用型作物（新
①以下の場合には、以下のとおりポイントを加算規需要米）の「労
・現状の稲、麦、大豆それぞれの10ａ当たりについて働時間の削減に関
２作物以上の費用合計及び労働時間が都道府県平均値を下回るする目標」を選択

・・・・・・・・・・・３ポイントしないものとする。
２作物以上の費用合計が都道府県平均値を下回る・・２ポイント
１作物の費用合計が都道府県平均値を下回る・・・・１ポイント

②農業新技術2007（平成19年４月９日決定）における以下の取組を実施す
る場合には３ポイントを加算
ただし、達成すべき成果目標を２つ掲げた場合であっても、１つの事業計
画につき１回の加算とする。
・不耕起汎用播種機の導入

③以下の場合には、以下のとおりポイントを加算。
ただし、達成すべき成果目標を２つ掲げた場合であっても、１つの事
業計画につき１回の加算とする。
・事業実施主体若しくはその構成員が取得した知的財産権（育成者権、特
許権、実用新案権、意匠権又は商標権（当該事業と関連しない商品にも
使用できる商標権を除く。以下同じ ）をいう。以下同じ ）を活用した。 。
取組を進める場合又は事業実施主体若しくはその構成員が生産・出荷し
た農畜産物について、関係協同組合（事業実施主体又はその構成員が構
成員となっている農業協同組合、事業協同組合、農業協同組合連合会若
しくは事業実施主体の構成員が構成員となっている農業協同組合が構成
員となっている事業協同組合、事業協同組合連合会又は農業協同組合連
合会をいう。以下同じ）が取得した商標権を活用した取組を進める場合
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ポイント

・事業実施主体若しくはその構成員が出願中の知的財産を活用した取組を
進める場合又は事業実施主体若しくはその構成員が生産・出荷した農畜
産物について、関係協同組合が商標権取得のために出願中の商標（当該
事業と関連しない商品にも使用できる商標を除く。以下同じ ）を活用し。
た取組を進める場合・・・・・・・・・・・・・・・１ポイント



・事業実施主体若しくはその構成員が「農林水産物・食品地域ブランド支
援事業実施要綱 （平成20年４月１日付け19生産9549号農林水産事務次官」
依命通知）に基づく事業（以下「農林水産物・食品地域ブランド化支援
事業」という ）を実施する場合（当該事業に関連する産品について取組。
を進める場合に限る。以下同じ ・・・・・・・・１ポイント）

※※上記ポイントに加え、④に該当する場合はポイントを加算
④本成果目標が、事業実施主体の所在する都道府県において、重要性が高
いものとして設定された３つまでの成果目標のうちの１つである場合
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ポイント



政策目的 取組の分類 政策目標 達成すべき成果目標基準 ポイント

経営力の強 認定農業者 担い手の育 【経営構造対策】 達成すべき成果目標の基準の欄の１及び２（担い手育成緊急地域の

化 等担い手育 成・確保 以下に掲げる１又は２（担い手育成 場合は３及び４）のそれぞれのポイントの合計

成の推進 緊急地域の場合は３又は４）の基準を ※ 地区選択目標ポイント

満たしていること 地域が自主的に食料・農業・農村基本計画に即した地区選択目標

を設定している場合には、１項目につき３ポイントを加算（加算の

上限は６ポイントまで）

１ 認定農業者の育成 ・認定農業者数の増加率について

認定農業者数が現在に比べ50％以 75％以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ポイント

上増加又は当該市町村の過去５年間 50％以上75％未満・・・・・・・・・・・・・・６ポイント

の認定農業者の増加率以上 25％以上50％未満・・・・・・・・・・・・・・４ポイント

25％未満又は皆増・・・・・・・・・・・・・・２ポイント

※ 上記のポイントに加え、以下のいずれかを満たす場合には４ポイ

ントを加算

ａ 主業農家数に占める目標時の認定農業者数の割合が、現状にお

ける当該都道府県の主業農家数に占める認定農業者数の割合以上

となる場合

ｂ 計画時から目標年度までの間の認定農業数の増加率が当該市町

（ 。）村における過去５カ年間の増加率以上の場合 皆増の場合も含む

２ 担い手への農地の利用集積 ・担い手農地利用集積率の増加について

担い手農地利用集積率が60％以上 15ポイント以上・・・・・・・・・・・・・・・・８ポイント

に達する又は現状より10ポイント以 10ポイント以上15ポイント未満・・・・・・・・・６ポイント

上増加 ５ポイント以上10ポイント未満・・・・・・・・・４ポイント

５ポイント未満・・・・・・・・・・・・・・・・２ポイント

※ 上記のポイントに加え、以下のいずれかを満たす場合には４ポイ

ントを加算

ａ 目標とする担い手農地利用集積率が当該都道府県の担い手農地



利用集積率の現状値を上回る場合

ｂ 担い手農地利用集積率の目標値が60％以上の場合

ｃ 担い手に利用集積する農地面積に占めるおおむね２ha（中山間

地域等にあっては、おおむね１ha）以上の連担地の形成がなされ

た面積の割合が５ポイント以上増加する目標を設定する場合

（担い手育成緊急地域の場合）

３ 認定農業者等の育成 ・認定農業者等の増加について

認定農業者数が現在に比べ１名以 認定農業者数が４名以上増加・・・・・・・・・・８ポイント

上増加、農業生産法人を１組織以上 農業生産法人を１法人以上設立・・・・・・・・・８ポイント

又は特定農業団体設立又は20ｈａ（中山間地域等にあ 特定農業団体

っては、10ｈａ）以上の農業経営の をと同様の要件を満たす組織

規模を有する特定農業団体 １組織以上設立・・・・・・・・・・・・・・・・８ポイント又は特

認定農業者数が３名増加・・・・・・・・・・・・６ポイント定農業団体と同様の要件を満たす

を１組織以上設立 認定農業者数が２名増加・・・・・・・・・・・・４ポイント組織

認定農業者数が１名増加・・・・・・・・・・・・２ポイント

※ 上記のポイントに加え、以下の 場合には４ポイいずれかを満たす

ントを加算

・ 目標年度までに農業経営基盤強化促進法に基づく市町村基本構

想における「当該市町村において育成すべき効率的かつ安定的な

農業経営についての目標とすべき所得水準」に到達する計画を有

する認定農業者数が１名以上増加する場合

又は特定・ 目標年度までに法人化する計画を有する特定農業団体

農業団体と同様の要件を満たす組織を設立する場合

（注）特定農業団体 につ又は特定農業団体と同様の要件を満たす組織

いては、20ha（中山間地域等にあっては、10ha）以上の農業経営

の規模を有するものに限る。

４ 担い手への農地の利用集積 ・担い手農地利用集積率の増加について



担い手農地利用集積率が30％以上 7.5ポイント以上・・・・・・・・・・・・・・・８ポイント

に達する又は現状より５ポイント以 ５ポイント以上7.5ポイント未満・・・・・・・・６ポイント

上増加 2.5ポイント以上５ポイント未満・・・・・・・・４ポイント

2.5ポイント未満・・・・・・・・・・・・・・・２ポイント

※ 上記のポイントに加え、以下の(1)、(2)、(3)のいずれかにより、

それぞれのポイントを加算

(1)担い手農地利用集積率の目標値が

３０％以上・・・・・・・・・・・・・・・・４ポイント

２５％以上３０％未満・・・・・・・・・・・２ポイント

(2)担い手に利用集積する農地面積に占めるおおむね１ha（中山間地

域等にあっては、おおむね0.5ha）以上の連担地の形成がなされた

面積の割合が2.5ポイント以上増加する目標を設定する場合

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ポイント

(3) 担い手に利用集積する農地面積に占めるおおむね１ｈａ（中山

間地域等にあっては、おおむね0.5ｈａ）以上の連担地の増加目

標面積が、

２ｈａ以上・・・・・・・・・・・・・・・・４ポイント

１ｈａ以上２ｈａ未満・・・・・・・・・・・２ポイント

【集落営農育成・確保緊急整備支援】 達成すべき成果目標基準の欄の１から３のポイントの合計

以下に掲げる１から３のいずれかの

基準を満たしていること

１ 集落営農の組織化 ・ 集落営農の組織化について

集落営農組織を１組織以上設立、 集落営農組織を１組織以上設立する場合、４ポイント加算

特定農業団体又は特定農業団体と同

様の要件を満たす組織を１組織以上 ※ 上記のポイントに加え、次の①及び②によりポイントを加算。

設立、特定農業法人を１法人以上設

立 ① 集落営農組織が以下のいずれかに該当する場合には、４ポイント

を加算

特定農業団体

特定農業団体と同様の要件を満たす組織



特定農業法人

② 集落営農組織の農業経営の規模が、おおむね20ha（中山間地域等

にあっては、おおむね10ha）以上である場合には、４ポイント加算

２ ・ 集落営農組織が の加入者であるか加水田・畑作経営所得安定対策へ 水田・畑作経営所得安定対策

入対象者となることを目指す場合、８ポイント加算の加入

集落営農組織が水田・畑作経営

※ 既存の組織が該当する場合には、上記のポイントに加え、次の①所得安定対策の加入者であるか加

及び②によりポイントを加算。入対象者となることを目指すこと

① 集落営農組織が以下のいずれかに該当する場合には、４ポイント

を加算

特定農業団体

特定農業団体と同様の要件を満たす組織

特定農業法人

② 集落営農組織の農業経営の規模が、おおむね20ha（中山間地域等

にあっては、おおむね10ha）以上である場合には、４ポイント加算

３ 集落営農組織への農用地の利用集 ・ 集落営農組織への農用地の利用集積について、次の①又は②のい

積 ずれかとする。

集落営農組織における農用地利用 ① 集落営農組織への農用地利用集積率の増加について

集積率の目標値50％以上で現状より 40ポイント以上の場合・・・・・・・・・・・・・８ポイント

10ポイント以上増加 15ポイント以上40ポイント未満の場合・・・・・・６ポイント

10ポイント以上15ポイント未満の場合・・・・・・４ポイント

10ポイント未満の場合・・・・・・・・・・・・・２ポイント

※ 上記のポイントに加え、以下のいずれかに該当する場合には、２

ポイントを加算

・ 集落営農組織への農用地利用集積率が現状30％以上である場合

・ おおむね１ha（中山間地域等にあっては、おおむね0.5ha）以上

の新たな連担地の形成を図る場合



② 集落営農組織の農用地利用集積率の目標について

80％以上の場合・・・・・・・・・・・・・・・８ポイント

70％以上80％未満の場合・・・・・・・・・・・６ポイント

60％以上70％未満の場合・・・・・・・・・・・４ポイント

50％以上60％未満の場合・・・・・・・・・・・２ポイント

※ 上記のポイントに加え、農用地利用集積率が10ポイント以上の増

加する場合、２ポイントを加算

新規就農の 新規就農者 【農業研修教育・農業総合支援センタ 達成すべき成果目標の基準の欄の１、２、３のうち１つ又は２つを

促進等担い の育成・確 ー施設整備】 選択し、それぞれのポイントを加えた合計

手育成の推 保

進

１ 新規学卒就農者率の向上 ・卒業生に占める新規就農者の割合の増加について

卒業生に占める新規就農者の割合 ６ポイント以上・・・・・・・・・・・・・・・・８ポイント

が現状より増加すること ４ポイント以上６ポイント未満・・・・・・・・・６ポイント

２ポイント以上４ポイント未満・・・・・・・・・４ポイント

２ポイント未満・・・・・・・・・・・・・・・・２ポイント

※ 上記のポイントに加え、以下の場合には４ポイントを加算

現状の卒業生に占める新規就農者の割合が、全国平均より大きい

場合

、 。※※上記のポイントに加え 以下のいずれかにより３ポイントを加算

① 農業研修教育の取組について、農業改良助長法（昭和23年法

律第165号）第７条第５項に掲げる「協同農業普及事業の実施

に関する方針」に記載されている場合

② 就農に向けた計画指導等を担当する専任職員を配置

③ 有機農業の授業を導入

④ 輸出促進関連授業の導入

⑤ 当該施設の導入により重点課題における普及指導課題の３０

％以上が解決されること



⑥ 目標時の新規就農者に占める認定就農者の割合が３０％以上

２ 新規就農者等の育成

当該地域において新規就農者が育 ・当該地域において育成された新規就農者数について

成されること ９名以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ポイント

６名～８名・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ポイント

３名～５名・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ポイント

３名未満・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ポイント

※ 上記のポイントに加え、以下の場合には４ポイントを加算

目標時の新規就農者に占める認定就農者の割合が３０％以上の場

合

、 。※※上記のポイントに加え 以下のいずれかにより３ポイントを加算

① 農業研修教育の取組について、農業改良助長法（昭和23年法

律第165号）第７条第５項に掲げる「協同農業普及事業の実施に

関する方針」に記載されている場合

② 就農に向けた計画指導等を担当する専任職員を配置

③ 有機農業の授業を導入

④ ２以上の研修コースを設置

３ 農業者のスキルアップ ・研修受講者の増加数について

当該地域における農業者のうち研 ８０名以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ポイント

修受講者数が現状より増加すること ４０名～７９名・・・・・・・・・・・・・・・・６ポイント

１０名～３９名・・・・・・・・・・・・・・・・４ポイント

１０名未満・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ポイント

※ 上記のポイントに加え、以下の場合には４ポイントを加算

目標時の研修受講者に占める認定就農者及び認定農業者の割合が

４０％以上の場合

、 。※※上記のポイントに加え 以下のいずれかにより３ポイントを加算

① 農業研修教育の取組について、農業改良助長法（昭和23年法

律第165号）第７条第５項に掲げる「協同農業普及事業の実施に



関する方針」に記載されている場合

② 有機農業の授業を導入

③ 輸出促進関連授業の導入

④ ２以上の研修コースを設置



平成２１年度事業実施計画一覧

強い農業づくり交付金

No 取組名等
実施
年度

市町村名 事業主体名 施設概要等
事業費
（千円）

国庫交付金
額（千円）

計画利用面
積等

目標
年度

期待される主な効果

1
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 鹿角市 ㈱まんまランド 食肉加工直売施設 100,000 50,000 原料肉使用
量  41ｔ

H23 畜産加工品の出荷額
の増加割合

皆増 当該地区において飼養される豚について、
加工することにより、地産地消が図られる

2
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 大館市 八木橋地区集落営農組
合

田植機（1台） 4,110 1,304 水稲  45ha H23 燃油使用量の削減率 36% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

3
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 秋田市 （農）姫雪白ファーム 遠赤外線乾燥機（１基） 2,202 1,048 水稲  １４ha H23 燃油使用量の削減率 26% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

4
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 秋田市 中野集団栽培組合 遠赤外線乾燥機（１基） 2,050 976 水稲  22ha H23 燃油使用量の削減率 27% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

5
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 秋田市 四ツ小屋（任意組合設立
予定）

田植機（１台） 3,528 1,120 水稲  13ha H23 燃油使用量の削減率 27% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

6
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 秋田市 （農）種沢ファーム 田植機（１台） 3,023 959 水稲  15ha H23 燃油使用量の削減率 29% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

7
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 潟上市 仁山集落営農組合 遠赤外線乾燥機（２基） 3,990 1,995 水稲  25ha H23 燃油使用量の削減率 22% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

8
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 由利本荘市 子吉第２籾乾燥調製施
設利用組合

遠赤外線乾燥機（４基） 9,460 4,730 水稲  24ha H23 燃油使用量の削減率 22% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

9
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 由利本荘市 ドリームカントリーファー
ム

田植機（１台） 3,590 1,196 水稲  16ha H23 燃油使用量の削減率 33% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

10
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 大仙市 中仙地域ＷＣＳ利用促進
協議会

ロールベーラー(１台) 8,500 4,047 WCS  60ha H23 飼料収穫・収集面積の増加
飼料自給率の増加

13.76ｈａ
29.6％

作業効率の改善を図ることにより、自給飼
料の増産が期待される。

11
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 大仙市 大仙市 草地整備改良（6.8ｈａ） 11,784 5,611 草地  6.8ha H23 １日平均利用頭数の増加
飼料自給率の増加

28%
101%

草地の更新により、放牧受入の強化が期
待される。

12
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 大仙市 花館営農組合 遠赤外線乾燥機（１基） 2,172 1,034 水稲  40ha H23 燃油使用量の削減率 22% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

13
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 大仙市 新谷地ライスセンター利
用組合

田植機（２台） 7,500 2,380 水稲  37ha H23 燃油使用量の削減率 48% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

14
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 大仙市 （有）井上農産 遠赤外線乾燥機（１基） 2,646 1,260 水稲  10ha H23 燃油使用量の削減率 22% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

15
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 大仙市 大浦田田植機共同利用
組合

田植機（１台） 4,725 1,500 水稲  11ha H23 燃油使用量の削減率 32% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

16
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 大仙市 （農）アグリサービス中仙 遠赤外線乾燥機（２基） 5,136 2,445 水稲  51ha H23 燃油使用量の削減率 22% 燃料効率の良い機械の導入により農業所
得の安定化が図られる。

17
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 横手市 秋田ふるさと農業協同組
合

カドミウム分析機等１式 71,263 33,935 水稲
8,324ha

H23 重金属等の有害物質の低
減取組面積の増加

116ｈａ 重金属等の有害物質の低減が期待され
る。

18

経営力の強化に向け
た取組

H21 横手市 （農）アグリ白藤 集出荷施設・乾燥調製施設、
田植機・トラクター・コンバイン・
乾燥機（各１台）

40,720 19,390 水稲  27ha H23 農用地の利用集積面
積

27ｈａ 法人の経営安定が図られ、新規雇用が期
待される。

19
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 横手市 横手北部WCS生産組合 ラッピングマシーン（１台）、ロー
ルベーラー（１台）

12,400 5,043 WCS  36ha H23 受託農家戸数 7戸 作業効率の改善を図ることにより、自給飼
料の増産が期待される。

20
産地競争力強化に向
けた取り組み

H21 横手市 横手西部WCS生産組合 ラッピングマシーン（１台）、
ベールクラブ（１台）

4,053 1,259 WCS  60ha H23 受託農家戸数 7戸 作業効率の改善を図ることにより、自給飼
料の増産が期待される。

その他目標等
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